
平成22年４月28日
原子力安全対策課
( ２ ２ － １ ６ )
＜17時15分 ＞資料配付

高速増殖原型炉もんじゅ性能試験再開の了承について

本日、県は、「高速増殖原型炉もんじゅ周辺環境の安全確保等に関する協

定書」第１１条に基づき、平成２２年２月２３日付けで（独）日本原子力研

究開発機構から協議申し入れのあった「もんじゅ」の運転再開協議願いにつ

いて了承した。

了承に至るまでの関連する資料等は、添付のとおりである。

添付資料１ 高速増殖原型炉もんじゅ性能試験再開の協議願いについて（回答）

添付資料２ 「もんじゅ」の安全確保等に関する要請書（もんじゅ関連協議会配付資料）

添付資料３ 高速増殖原型炉もんじゅナトリウム漏えい対策工事着手後の安全確認について

のまとめ

添付資料４ 高速増殖原型炉もんじゅナトリウム漏えい対策等の改造工事以降の主な経緯

問い合わせ先(担当：久保田)

内線2357・直通0776(20)0314
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平成 22 年４月 28 日 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 

理事長  岡﨑 俊雄 殿 

 

                 福井県知事  西川 一誠 

 

 

高速増殖原型炉もんじゅ性能試験再開の協議願いについて（回答） 

 

  

 平成 22 年２月 23 日付け 21 原機（も）672 号をもって協議申し入れの

あった高速増殖原型炉もんじゅの性 能試験再開を了承する。 

 なお、炉心確認試験、その後の 40％出力プラント確認試験、出力上昇

試験の各段階で実施する試験に当たっては、「県原子力安全専門委員会の

意見」（別紙）をもとに、安全の確保に万全の体制で臨まれたい。 

県としては、性能試験の主要な節目等に際しては、その安全性を改めて

厳正に確認することとしているので申し添える。 

  

添付資料１ 
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（別紙）      福井県原子力安全専門委員会の意見 

 

本委員会での各委員の意見を集約し、「もんじゅ」が試験運転を開始するに

当たって、安全確保および信頼性の更なる向上に向け、取り組むべき事項を

下記のとおり取りまとめた。 

「もんじゅ」は、我が国の将来のエネルギー政策を左右する重要なプロジ

ェクトであり、14 年間停止後の再運転となることから、今後、運転の各段階

において、安全の確保に最大限の努力を傾注することが必要である。 

このため、国および原子力機構は、下記の事項に対して強い決意と使命感

を持って全力を尽くし、国民の理解を得ることが重要と考える。 

本委員会においても、今後、これらの事項に対する国や原子力機構の対応

状況を確認していく。 

 

記 

 

（１） 安全確保に向けた組織体制の強化と人材の育成について 

① 原子力機構においては、「もんじゅ」の果たすべき役割を自覚し、全職

員がその意識をもち、毎日の業務運営にあたること。 

安全最優先の取組みを徹底するため、原子力機構の組織体制や運営、人

員等について経営層がレビューを行い継続的に改善・強化していくこと。

その際には、現場の意見や外部の声等も十分反映させること。 

 

② 長期間停止していたプラントが運転を開始することを十分認識し、組

織全体において意識の徹底と高揚に努めること。また、設備・手順書など

のハード・ソフト両面で不具合を予防し、予兆を早期に検知するなど、職

務全般にわたる品質向上を徹底すること。 
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  ③ 国は、原子力機構の組織運営や安全活動等について強力に支援すると

ともに、国が前面に立って、厳正な安全規制に努めること。 

 

  ④ 国および原子力機構は、我が国における高速増殖炉の実用化に向け、

「もんじゅ」を積極的に活用し、高速炉特有の技術や安全、システム等の

研究開発を大学等の関係機関と連携して進めるとともに、専門知識を有す

る人材の育成に努めること。 

 

 

（２） 試験運転に当たって 

① 試験運転の実施に当たっては、不測のトラブル等に即応できるよう原

子力機構および国において、特別な安全監視と正確な情報提供の場を構築

すること。 

 

  ② 炉心確認試験については、試験の結果を詳細に検討し、原子炉の安全

性を確実に評価すること。 

 

③ さらに、その後実施する試験運転（40％出力および出力上昇試験）に

当たっては、試験開始前に水・蒸気系設備や蒸気発生器、プラント制御系

等について、健全性や機能を十分把握し、プラント全体の安全機能が確保

されていることを確認すること。 

 

  ④ 設備・機器の健全性確保に当たっては、「もんじゅ」特有の機器につい

ては、機器等を設置した以降の経年的な劣化や、事故停止以降の影響等も

考慮するとともに、今後の運転状態での劣化進展も評価し、適切な保全活

動の実施に努めること。 
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また、周辺設備も含め、機器の点検結果や軽水炉でのトラブル情報等に

ついて積極的に情報共有を行い、不具合事例の早期発見やコミュニケーシ

ョン不足によるヒューマンエラーの発生防止に努めること。 

 

  ⑤ 確実かつ早期にナトリウム漏えいを検出するため、検出器の信頼性向

上や、警報発信時の判断の迅速化、正確さ等について、継続的に改善して

いくこと。 

 

  ⑥ 今後計画される様々な試験に当たっては、事前に、原子力機構内で原

子炉主任技術者を含めて安全性を慎重に検討するとともに、国においても

高速炉としての科学的知見に基づき安全を十分確認すること。 

 

 

（３） 安全性向上に向けた取り組み 

① 「もんじゅ」が高速増殖炉の原型炉であることを踏まえ、特有の設備

や制御系、計測機器、検査機器等については、信頼性を高めるための技術

開発や、技術的かつ合理的な運転手順を策定するなど、ハード・ソフト両

面で研究開発に取り組むこと。 

また、発電プラントとしての信頼性の実証にも努めていくこと。 

 

  ② 耐震安全性や信頼性の向上を目指し、原子力機構として、継続的に地

震関連データの収集・整備を行い、得られたデータの有効活用を図るとと

もに、新耐震指針で示されている「残余のリスク評価」など、新知見を取

り入れた安全評価を実施すること。 

    また、国は、耐震裕度の定量的な評価手法の検討など、中越沖地震で

得られた知見や課題について積極的に取り組むこと。 
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「もんじゅ」の安全確保等に関する 

要  請  書 
 

 

 

 

 

福 井 県 
 

添付資料２ 



 

「もんじゅ」の安全確保等に関する要請 

 

 

 福井県には、現在、１３基の商業用原子炉があり、関西地域の消

費電力の約半分を担い、新たに敦賀１号機の国内初となる４０年超 

運転を受け容れるなど、長年にわたり、国のエネルギー政策に多大

の協力、貢献をしています。 

 

こうした中、日本原子力研究開発機構は、平成７年のナトリウム

漏れ事故以来長期間運転を停止している高速増殖原型炉「もんじゅ」

の運転再開を目指し、本年２月２３日に安全協定に基づく「運転再

開の協議願い」を県と敦賀市に提出したところです。 

 

国のエネルギー政策の命運を握る「もんじゅ」の運転再開に当た

っては、耐震安全性を含め、プラント全体の安全性がハード・ソフ

ト両面で確保されていることを大前提に、原子力のトップランナー

としての本県の役割にふさわしい国の積極的な対応がなされなけれ

ばなりません。 

 

国におかれては、本県の果たす役割の大きさを十分踏まえ、原子

力と地域との共生を進め、永続的な地域振興を図る観点から、別記

事項について、政府・与党が一体となって、強い覚悟と決意をもっ

て取り組むよう要請します。 

 

  

平成２２年４月２６日 

  

文部科学大臣 川端 達夫 様 

   

経済産業大臣 直嶋 正行 様 

 

 

              福井県知事 西川 一誠 
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Ⅰ 総括的事項  

 

１ 国民理解の推進について 

我が国のエネルギー政策の根幹をなす「もんじゅ」については、

安全確保と地元の信頼を前提に、国自らが確固たる意志をもって着

実に推進し、広く国民の理解を得ること 

 

２ 国の責任ある対応について 

「もんじゅ」の運転再開に当たっては、事業者である原子力機構

が安全確保に全力を尽くすことはもとより、様々な事態に対して、

国自らが前面に立って、直接、責任をもって地元等に対応する体制

を構築すること 

 

３ 国の重要プロジェクトの推進について 

国土計画上重要な北陸新幹線、高速道路等の国の重要プロジェク

トについては、本県が「もんじゅ」をはじめとする国のエネルギー

政策に積極的に協力、貢献していることを十分勘案し、着実に推進

すること 

 

４ もんじゅ関連協議会について 

「もんじゅ」が安全・安定運転するまでの数年間は、「もんじゅ」

に関する重要事項について協議する「もんじゅ関連協議会」を性能

試験の主要な節目等において開催すること 

 

 

Ⅱ 個別的事項  

 

１ 「もんじゅ」の安全確保対策の強化について 

 

「もんじゅ」の安全確保対策については、「県原子力安全専門委員

会の意見（別紙）」が着実に実現されるよう原子力機構を適切に指導

監督・支援するとともに、国としても、下記の事項をはじめ、「もん

じゅ」の厳正な安全規制に努めること 

 

（１）事前安全確認の徹底 

性能試験の段階毎に、設備健全性、試験の実施体制等に係る事

前の安全確認を徹底すること 
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特に、発電を伴う４０％出力試験、出力上昇試験においては、

水・蒸気系設備等について、経年劣化の影響も含め、その健全性

を厳正に確認すること 

 

（２）特別な監視体制の構築 

性能試験の実施に際しては、不測のトラブル等に即応できるよ

う保安検査官等による特別な監視体制を構築すること 

 

 

 

２ 原子力防災体制の充実強化について 

 

（１）原子力総合防災訓練の実施 

原子力災害対策特別措置法に基づく国の原子力総合防災訓練を

「もんじゅ」を対象に実施すること 

 

（２）避難道路の整備 

原子力発電所周辺での地震等の自然災害時において、住民の安

全・安心や発電所での実効的な防災体制が十分確保されるよう、

敦賀半島先端部の交通不能区間等の避難道路や、高浜原子力発電

所を迂回する道路の整備などに対し、国として積極的に財政支援

すること 

 

 

 

３ エネルギー研究開発拠点化計画の推進について 
 
  本県を、原子力と地域共生の先進的なモデルとして世界に発信し

ていくため、国において責任をもって、国際的な人材育成と研究開

発の我が国最大の拠点とすること 

 

（１）国際原子力人材育成センターへの支援 

・本県には、もんじゅ、運転中の原子力発電所１３基が立地し、

実践的な OJT 研修の場として最適であり、国の原子力人材育成

戦略の中で、「国際原子力人材育成センター」の設置を進めてい

る福井県を人材育成の中心として位置づけること 

・同センターを活用したアジア等からの研修生等受入制度を創設

し、本県への海外研修生・研究者を倍増すること 

9



 

・同センターにおいて海外研修生等の受入れ事業を進めるため、

原子力機構から人員を派遣すること 

 

（２）広域の連携大学拠点の形成 

  ・福井大学国際原子力工学研究所が平成２３年度に敦賀市に移転

することとなっており、敦賀キャンパスの大学院生が卒業年次

を迎えるまでに、次のステップとして、大阪大学、京都大学、

名古屋大学、福井大学による連携大学院設立構想を取りまとめ

ること 

・連携大学院を実現していくため、必要な専任教員を確保すると

ともに、研究運営・施設等の整備に対して、十分な予算措置を

行うこと 

 

（３）産業の創出・育成 

  ・拠点化計画で原子力機構が整備することとなっているレーザー

共同研究所等について、整備スケジュールどおり着実に建設す

ること 

・当該研究所や建設工事に着手している電子線照射施設を活用し、

電源地域に新たな産業を創出していくため、現行の幅広い地域

資源を対象にした制度ではなく、原子力関連技術という特定の

地域資源を活用した研究開発に対する支援制度を創設すること 

 

 

 

４ 地域振興の充実について 
 
（１）原子力発電所立地に伴う地域振興・財政制度の拡充 
 
   原子力発電施設等立地地域の広域的かつ恒久的な振興を図るた

め、電源三法交付金について次の措置を講じること 

・電力移出県等交付金の算定において、ＣＯ２削減効果が高く、

我が国の基幹電源と位置づけられている原子力発電の算定比

率を高めること 

・我が国初の４０年超の運転継続に対する新たな交付金を創設

すること 

・長期発展対策交付金における４０年加算（単年度１億円）の

限度額の増額および継続的交付をすること 
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（２）福井県の振興に必要不可欠な重要プロジェクトの推進 

 

①北陸新幹線の早期全線建設 

北陸新幹線については、首都圏と関西圏を日本海側で結ぶ極め

て重要な国家プロジェクトであることから、既に認可申請されて

いる敦賀まで、今年夏までのできる限り早期に認可すること 

 

②高規格幹線道路の早期開通 

高規格幹線道路（舞鶴若狭自動車道、中部縦貫自動車道）の整

備については、国土の骨格となる高速交通ネットワークの形成の

観点から、国の責任において着実に推進し、早期の開通を図るこ

と 

   

③敦賀港の拠点港湾の選定について 

敦賀港については、日本海側の他の港湾と比較し、高い優位性

を有しており、中国、韓国やロシアなどとの対岸貿易や交流の促

進のためにも日本海側の拠点港湾に選定し、重点的な整備を進め

ること 
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（別紙）   福井県原子力安全専門委員会の意見 
 

 

本委員会での各委員の意見を集約し、「もんじゅ」が試験運転を開始する

に当たって、安全確保および信頼性の更なる向上に向け、取り組むべき事項

を下記のとおり取りまとめた。 

「もんじゅ」は、我が国の将来のエネルギー政策を左右する重要なプロジ

ェクトであり、14 年間停止後の再運転となることから、今後、運転の各段

階において、安全の確保に最大限の努力を傾注することが必要である。 

このため、国および原子力機構は、下記の事項に対して強い決意と使命感

を持って全力を尽くし、国民の理解を得ることが重要と考える。 

本委員会においても、今後、これらの事項に対する国や原子力機構の対応

状況を確認していく。 

 

記 

 

（１）安全確保に向けた組織体制の強化と人材の育成について 

① 原子力機構においては、「もんじゅ」の果たすべき役割を自覚し、全

職員がその意識をもち、毎日の業務運営にあたること。 

安全最優先の取組みを徹底するため、原子力機構の組織体制や運営、

人員等について経営層がレビューを行い継続的に改善・強化していく

こと。その際には、現場の意見や外部の声等も十分反映させること。 

② 長期間停止していたプラントが運転を開始することを十分認識し、

組織全体において意識の徹底と高揚に努めること。また、設備・手順

書などのハード・ソフト両面で不具合を予防し、予兆を早期に検知す

るなど、職務全般にわたる品質向上を徹底すること。 

③ 国は、原子力機構の組織運営や安全活動等について強力に支援する

とともに、国が前面に立って、厳正な安全規制に努めること。 

④ 国および原子力機構は、我が国における高速増殖炉の実用化に向け、

「もんじゅ」を積極的に活用し、高速炉特有の技術や安全、システム

等の研究開発を大学等の関係機関と連携して進めるとともに、専門知

識を有する人材の育成に努めること。 

 

（２）試験運転に当たって 

① 試験運転の実施に当たっては、不測のトラブル等に即応できるよう

原子力機構および国において、特別な安全監視と正確な情報提供の場

を構築すること。 
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② 炉心確認試験については、試験の結果を詳細に検討し、原子炉の安全

性を確実に評価すること。 

③ さらに、その後実施する試験運転（40％出力および出力上昇試験）に

当たっては、試験開始前に水・蒸気系設備や蒸気発生器、プラント制御

系等について、健全性や機能を十分把握し、プラント全体の安全機能が

確保されていることを確認すること。 

④ 設備・機器の健全性確保に当たっては、「もんじゅ」特有の機器につ

いては、機器等を設置した以降の経年的な劣化や、事故停止以降の影

響等も考慮するとともに、今後の運転状態での劣化進展も評価し、適

切な保全活動の実施に努めること。 

また、周辺設備も含め、機器の点検結果や軽水炉でのトラブル情報

等について積極的に情報共有を行い、不具合事例の早期発見やコミュ

ニケーション不足によるヒューマンエラーの発生防止に努めること。 

⑤ 確実かつ早期にナトリウム漏えいを検出するため、検出器の信頼性

向上や、警報発信時の判断の迅速化、正確さ等について、継続的に改

善していくこと。 

⑥ 今後計画される様々な試験に当たっては、事前に、原子力機構内で

原子炉主任技術者を含めて安全性を慎重に検討するとともに、国にお

いても高速炉としての科学的知見に基づき安全を十分確認すること。 

  

（３）安全性向上に向けた取り組み 

① 「もんじゅ」が高速増殖炉の原型炉であることを踏まえ、特有の設備

や制御系、計測機器、検査機器等については、信頼性を高めるための技

術開発や、技術的かつ合理的な運転手順の策定など、ハード・ソフト両

面で研究開発に取り組むこと。 

  また、発電プラントとしての信頼性の実証にも努めていくこと。 

② 耐震安全性や信頼性の向上を目指し、原子力機構として、継続的に地

震関連データの収集・整備を行い、得られたデータの有効活用を図ると

ともに、新耐震指針で示されている「残余のリスク評価」など、新知見

を取り入れた安全評価を実施すること。 

  また、国は、耐震裕度の定量的な評価手法の検討など、中越沖地震で

得られた知見や課題について積極的に取り組むこと。 
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福井県原子力安全専門委員会 

添付資料３ 
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１ はじめに 

 

高速増殖原型炉もんじゅ（以下「もんじゅ」という。）は、ナトリウムを冷

却材とした原子炉として、平成６年４月に初臨界を達成し、平成７年８月には

初送電を行った。しかし、電気出力 40％での試運転開始直後の平成７年 12 月

８日、２次冷却系のナトリウムが室内に漏えいし燃焼する事故が発生したため、

原子炉を手動停止した。 

 

事故後、漏えいした温度計の原因調査や事故時の対応、通報連絡の遅れなど、

事業者（当時：動力炉・核燃料開発事業団）の組織や運営管理体制などが不適

切であったことが大きな問題となった。これらの問題解決のため、国および事

業者は、平成８年 10 月から平成 10 年３月にかけて、「もんじゅ」設備全般の

ハード面や運転手順書などソフト面について点検する安全性総点検を行った。 

なお、事故原因の調査は、科学技術庁（当時の規制官庁、現：文部科学省）

と、原子力安全委員会で行われ、科学技術庁は平成 9年 2月に、原子力安全委

員会は平成 10 年 4 月に調査結果を公表した。また、原子力安全委員会では、

平成 12 年９月に「もんじゅ」の再発防止対策等の確認結果を公表した。 

 

事業者は、漏えいの原因調査や総点検結果を踏まえ、ナトリウム漏えい対策

等の改造工事計画をまとめ、平成 12 年 12 月、県・敦賀市に対し、安全協定に

基づく事前了解願いを提出した。 

この計画について、事業者は、平成 13 年６月、国（経済産業省、以下「経

産省」という。）に原子炉設置変更許可の申請を行い、安全審査の結果、平成

14 年 12 月に許可がなされ、その後、平成 16 年１月には、具体的な工事の方

法等について国の認可がなされた。 

 

県は、「もんじゅ」の安全性への疑問や不安、必要性等について県民の意見

を募集し、公開の場で独自に検討を行う「もんじゅ安全性調査検討専門委員会

（以下「もんじゅ委員会」という。）」を平成 13 年７月に設置し、審議の結果

等については、平成 15 年 12 月、福井市と敦賀市で県民説明会を開催した。 

 

平成 16 年８月、関西電力美浜発電所３号機において２次系配管破損事故が

発生したことから、県は、県内原子力発電所の安全問題について専門家による

技術的な評価・検討、助言を行う「福井県原子力安全専門委員会（以下「本委

員会」という。）」を設置し、直ちに活動を開始した。 

 

改造工事計画については、「もんじゅ」の安全性や位置付け等について、国

の明確な対応を確認した上で、県・敦賀市は平成 17 年２月、事前了解を行い、

事業者は、平成 17 年９月、改造工事に着手した。 
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本委員会でも、改造工事の事前了解以降、「もんじゅ」の安全性について審

議を開始し、ナトリウム漏えい対策等の改造工事の実施状況や、その後実施さ

れた工事確認試験、プラント確認試験の結果、安全性総点検として進めてきた

改善状況、さらには耐震安全性について議論してきた。また、この間発生した

ナトリウム漏えい検出器での警報発信や、排気ダクトでの腐食孔等についても

審議した。 

 

本委員会では、原子力機構から工事の状況や試験結果等について説明を受け、

現場において改造した設備や品質保証等の改善状況の確認を行った。また、国

（原子力安全・保安院および原子力安全委員会）からは、審査結果や検査結果

等について直接聴取するなど、安全上の課題について審議してきた。 

 

本報告書は、我が国のエネルギー政策上重要な「もんじゅ」が、事故以降

14 年間の長期にわたって停止し、今般試験運転（性能試験）を再開するに当

たって、本委員会で、これまで５年間、計 28 回にわたり審議してきた内容と

各委員の意見等をもとに取りまとめたものである。 
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２ 本委員会での審議状況 

 

 本委員会で審議してきた内容について、以下の「ナトリウム漏えい対策等の

改造工事」、「長期停止設備の健全性」、「燃料取替計画の安全性」、「安全性総点

検に対する対応」、「試運転の計画」、「耐震安全性」、「「もんじゅ委員会」で出

された意見への対応」の７つの項目で整理した。 

 

（１）ナトリウム漏えい対策等の改造工事 

「原子力機構」は、事故原因と安全性総点検に基づき、温度計の交換、

ナトリウム漏えい時の早期検出と燃焼抑制等の対策工事や蒸気発生器で

の水・ナトリウム反応時の早期収束等の改造工事計画を策定した。 

 

この計画に基づき、原子力機構は、平成 17 年９月から平成 19 年５月

にかけ、改造工事を行うとともに、平成 18 年 12 月から平成 19 年８月ま

で、改造した設備や新規に設置した設備等の性能や機能を確認するため、

工事確認試験を実施した。 

 

本委員会では、これら改造工事や工事確認試験として、２次系ナトリ

ウムの緊急ドレンの設備（弁・配管）工事や、２次系温度計の交換工事、

窒素ガス注入設備等について現地で確認を行うとともに、２次系ナトリ

ウム緊急ドレンの実動作試験についても現地で立ち会い確認した。 

 

これらにより、本委員会では、「もんじゅ」のナトリウム漏えい対策等

の改造工事については、計画どおりに設備改造が行われ、適切に機能す

ることを確認した。 

 

委員からは、ナトリウム漏えい検出器については、地震時を含め信頼

性の向上に努めるとともに、警報発信時の対応について、今後とも教育

訓練を継続していくこと、試験・点検時等においては原子力機構内での

コミュニケーションがより重要であること、ナトリウム・水反応時に作

動する蒸気放出弁の機能については、40％出力プラント確認試験時に確

認することが必要であるなどの意見があった。 

 

 

（２）長期停止設備の健全性 

「もんじゅ」は、平成７年 12 月のナトリウム漏えい事故以降、14 年間

の長期にわたり停止している。この間、改造工事に着手するまでは、事

故が発生した系統のナトリウムは抜き取られているが、原子炉を含むそ
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の他の系統のナトリウムは、微小流量（ポニーモータ運転）で循環する

状態を維持した。また、水・蒸気系の各設備は長期間にわたる保全の観

点から、分解して保管や設備内への窒素ガス充てん、除湿乾燥等の保管

を行うとともに、原子力機構は定期的な点検等により、停止期間中も設

備の健全性確認等を実施してきた。 

 

原子力機構は、改造工事がほぼ完了した平成 18 年９月に「長期停止プ

ラントの設備健全性確認計画書」を策定し、設備の点検、プラント確認

試験等を実施した。 

 

改造工事が完了した以降、様々な原因により１次系および２次系ナト

リウム漏えい検出器で警報が発信する事象が発生するとともに、平成 20

年９月には、建物屋上にある屋外排気ダクトの一部で海塩粒子等による

腐食孔が発見された。 

これらの事象を踏まえ、過去の不具合や経年劣化に対する点検方法等

が適切でなかったとして、国（原子力安全・保安院、以下「保安院」と

いう。）は原子力機構に対し、全てのナトリウム漏えい検出器の健全性確

認や、過去の不具合事例に基づく長期停止設備健全性確認計画の妥当性

を評価するよう指示した。 

 

本委員会では、長期停止設備に対する原子力機構の取り組みの結果や

プラント確認試験の内容や試験結果、保安院の検査結果等について聴取

した。また、ナトリウム漏えい検出器の警報発信について、原子力機構

から説明を求め、検出器の信頼性や健全性、警報設定の改善や、発信時

の判断・対応の重要性を指摘した。屋外排気ダクトの腐食では、屋外に

設置した設備の健全性についても審議した。 

また、現場では、機器の保管状況や蒸気発生器伝熱管で使用する渦流

探傷検査装置の仕組みや信号解析の手法等を確認した。 

 

これらの結果から、停止期間中も使用していた設備、および今後、炉

心確認試験で使用する設備の健全性は確保されていると評価した。 

 

委員からは、水・蒸気系設備については、今後、使用する前に健全性

を確認する必要があるとの意見があった。また、ナトリウム漏えい検出

器のような計器類の信頼性向上に今後も努めていくことや、14 年間停止

していたことを踏まえ、もんじゅ特有設備だけでなく、周辺設備を含め

た全設備の適切な保全活動に向けてＰＤＣＡを確実に実施し、不具合の

予兆や経年劣化を見逃さないよう十分な組織や人員体制を構築し、きめ

細かな保守管理に心がけるべきとの意見があった。 

＊周辺設備とは、屋外に設置された設備や水・蒸気系等の設備をいう。 
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（３）燃料取替計画の安全性 

「もんじゅ」は、初送電以来、事故で 14 年間停止していたため、原子

炉にある燃料の核分裂に寄与するプルトニウム（主に核分裂性プルトニ

ウム 241）の反応度が低下し、現状の燃料だけでは臨界状態にならないと

評価された。このため、原子力機構は、既に平成 7 年に製造され、その

後保管されていた取替用の燃料と、新たに製造する新燃料を装荷して試

験運転を行う計画とし、平成 18 年７月、県と敦賀市に事前了解願いを提

出し、同年 10 月、国（経産省）に原子炉設置変更許可申請を行った。国

は、安全審査を行い、平成 20 年２月、許可した。 

 

本委員会では、現在原子炉にある初装荷燃料に加え、取替用および新

燃料を装荷した場合の原子炉の安全性、具体的にはアメリシウム(プルト

ニウム 241 が自然壊変により生成される核種)の影響に関して、国から安

全審査の結果について説明を受け、これら３種類の燃料（当初装荷した

燃料・保管していた取替用の燃料・新燃料）を用いた安全性について、

最新知見を踏まえた審査が行われていると評価した。 

 

この審議結果を踏まえ、現在原子炉に装荷されている燃料の一部を、

保管していた取替用の燃料および新燃料に取り替えて原子炉を運転する

こと（試験運転）の安全性は確保されていると評価し、平成 20 年４月、

県は燃料の取替計画について事前了解した。 

 

燃料（87 体）の取替作業は、平成 21 年６月から７月で実施され、その

交換作業および長期保管燃料（取り出した燃料も含む）の健全性につい

て、現場での外観観察等により確認した。 

 

 

（４）安全性総点検に対する対応 

県は、ナトリウム漏えい事故が発生したことから、この事故を反省し、

あらゆる角度から設備やシステムを総点検し、「もんじゅ」全体の安全を

再確認するよう国および原子力機構に強く要請し、国も、平成８年 10 月

から平成 10 年３月にかけて、設備面や、手順書・品質保証活動等のソフ

ト面も含めた安全性総点検を実施した。原子力機構は、この総点検で指

摘された事項への対応結果を、平成 13年７月から平成 20年２月にかけ、

４回にわたって報告した。 

 

平成 20 年３月には、１次系の弁に設置された接触型ナトリウム漏えい

検出器で警報が発信し、その際の対応や通報遅れがあったことから、国
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（保安院）は、原子力機構に対し、漏えい検出器の点検、品質保証体制

や安全文化の醸成活動等に関して、改善指示を行うとともに、特別な保

安検査で改善状況をチェックすることとした。 

この指示に対し、原子力機構は経営の現場への関与、品質保証体制、

組織体制等の強化に加え、技術的専門家の意見の反映、業務の透明性の

向上など、42 項目の行動計画を定め、改善に取り組んだ。 

 

原子力機構は、この事象によって国から指示された事項や、特別保安

検査での指摘事項への取組みなど、試運転再開に向けた取り組みを総括

した安全性総点検第５回報告書を、平成 21 年 11 月、国および県・敦賀

市に提出した。 

 

国（保安院）は、「もんじゅ」の安全確保に関係する事項について総合

的に検証をするため、平成 17 年 11 月に設置した、総合資源エネルギー

調査会原子力安全・保安部会原子炉安全小委員会「もんじゅ安全性確認

検討会」で、第５回報告書の内容を詳細に検討・審議し、平成 22 年２月、

「原子力機構は、試運転再開に当たって、安全確保を十分行い得る体制

となっていると評価する。」と結論づけた。 

 

また、原子力安全委員会は、平成 21 年８月、「高速増殖原型炉もんじ

ゅ安全性調査プロジェクトチーム」を設置し、保安院が行った「もんじ

ゅ」の安全性総点検の確認に関して規制調査を実施することとし、平成

22 年２月、保安院の評価結果に対し妥当とした上で、見解として「原子

力機構に運転管理、保守管理の質の向上を目指す責務、保安院には安全

規制の科学的合理性の一層の向上を目指す責務」等を望むとした。 

                                       

本委員会では、報告された安全性総点検の内容として、品質保証体制

や活動、組織体制、運転管理、設備管理等の改善状況について、原子力

機構から説明を受けるとともに、国の評価結果について直接聴取した。

その結果、本委員会としても、設備の健全性や品質保証体制、組織体制

等の改善は進んでおり、「もんじゅ」の試運転再開に向けて設備面や組織

体制面での準備は整っていると評価された。 

 

委員からは、品質保証体制を適切に維持していくため、原子力機構職

員ひとり一人がその意義を認識することが必要であること、安全性に対

しては、国（原子力安全・保安院および原子力安全委員会）において、

高速炉に対する科学的な識見を持ち、十分な体制でこれからの試験や運

転についてしっかりと見ていく必要があること、原子力機構として、「も

んじゅ」の運営に関わる全ての人が一層の誇りを持って働ける環境作り
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に継続的に取り組むことが重要との意見があった。 

 

 

（５）試験運転の計画 

平成 22 年１月、「もんじゅ」の試験運転前準備・点検がほぼ終了した

ことから、今後計画されている試験運転の概要について審議した。具体

的に、原子力機構は、原子炉を臨界状態（出力は最大約 1.3％）にして原

子炉の炉物理データを取得する「炉心確認試験」を行い、次には水・蒸

気系およびタービン・発電機を起動して発電する「40％出力プラント確

認試験」、最後に、本格運転に向け 100％出力運転の性能を確認する「出

力上昇試験」を約３年かけて行う計画である。なお、各ステップ間の停

止中には、試験の評価と機器・設備の点検、燃料の交換作業、さらには

屋外排気ダクトの取替作業等が行われる。 

 

本委員会では、試験時に使用する設備の点検結果、臨界操作の手順や

試験時に想定される事象への対応等について原子力機構から説明を受け

るとともに、運転シミュレータにより制御棒の模擬操作や原子炉格納容

器内の制御棒駆動機構、１次系主循環ポンプ、ナトリウム漏えい検出器

等の現場確認を行った。 

その結果、今後実施される炉心確認試験においては、安全性は担保さ

れていると評価した。 

 

委員からは、水・蒸気系設備等を使用した 40％出力プラント試験の開

始に当たっては、その時点で、機器・設備の点検結果や健全性等につい

て、委員会として改めて確認することが必要との意見があった。また、

今後の保全活動に当たっては、軽水炉でのトラブル情報等を積極的に活

用すべきとの意見があった。 

さらに、プラントの安全性確認に当たって、原子炉主任技術者の意見

を尊重することや、原子力機構および国において、高速増殖炉に関する

専門知識を有する人材を継続的に育成する必要があるとの意見があった。 

 

 

（６）耐震安全性 

平成 18 年９月、原子力安全委員会は「発電用原子炉施設に関する耐震

設計審査指針（以下「新耐震指針」という。）」等を改訂し、建設中の「も

んじゅ」に対しても、この新耐震指針に基づき耐震安全性を再評価する

よう求めた。 
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これに基づき、原子力機構は、「もんじゅ」周辺での地質調査や海底音

波探査等を改めて実施した上で、その評価をもとに耐震安全性の評価を

行い、平成 20 年３月、耐震安全性評価結果報告書を国に提出した。 

国（保安院および原子力安全委員会）では、地質・地盤、地震動、構

造・機器等の各専門家による審査とともに、国自らが若狭湾の海上音波

探査を行うなど、慎重な審査が進められた。 

その結果、敦賀半島周辺部での活断層の評価、それを踏まえた基準地

震動（Ss）の見直しなど、これまでの国での審議内容を反映させ、平成

22 年２月に、原子力機構は耐震安全性評価結果報告書の改訂版を国およ

び県・敦賀市に提出した。 

 

本委員会では、地質と地震動の専門家を加え、「もんじゅ」周辺での地

質・地盤、活断層等の現地調査を実施した。 

原子力機構の説明とともに、国（保安院と原子力安全委員会）での審

査結果について直接説明を受け、「もんじゅ」の耐震安全性は確保される

と評価した。 

 

審議の中で委員からは、県内で観測された地震波形に基づく地盤の減

衰率の評価や、機器・構造物の強度評価における安全余裕等について詳

細な説明を原子力機構に求めるとともに、委員から「若狭地域における

活断層」として地下構造の特徴等について説明を受けた。 

 

委員からは、今後とも耐震安全性の向上に資する観点から、公的な地

震観測網および「もんじゅ」における地震観測記録や建屋床面での揺れ

の観測等を用いて、地域の特性を把握することや、新耐震指針で取り組

みが求められる「残余のリスクの定量的評価※」を進めていくべき等の意

見があった。また、耐震裕度の定量的な評価手法など、中越沖地震後に

国で指摘された知見や課題についても取り組んでいくことが重要との意

見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊「残余のリスクの定量的評価」とは、新耐震指針で定めた基準地震動（Sｓ）

が生じる地震の発生確率（「もんじゅ」の場合、約１回／１万年）を超えるよ

うな地震が生じた場合、安全上重要な施設が損傷する確率、環境に放射性物

質が放出される確率、周辺住民に放射線影響を与える確率を求める活動。 
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  以上の安全性の課題とともに、委員から平成 15 年に出された「もんじゅ委

員会」での意見への対応状況について報告が求められた。 

 

（７）「もんじゅ委員会」で出された意見への対応状況 

県が平成 13 年７月に設置した「もんじゅ委員会」では、原子力機構の

品質管理や保守点検の信頼性向上、新方式の温度計や制御棒の長寿命化

に対する研究開発、蒸気発生器の安全性等について、今後取り組むべき

意見がまとめられた。 

 

本委員会では、これらの意見に対する対応状況について審議した。 

その結果、ナトリウム漏えい対策等の改造工事、工事確認試験やプラ

ント確認試験等を実施していく中で対応が図られている項目もあるが、

引き続き、今後の試験運転を再開した以降にも確認していく事項や継続

的な研究開発により対応していく事項があるとした。 

 

委員からは、制御棒の長寿命化など、今後も継続的に研究開発が必要

なものについては、引き続き真摯に対応していくこと、また、原子炉の

運転に際しては、研究者的な観点ではなく、事業者として原子炉を安全

に運転していく意識、さらには発電プラントという観点での意識が重要

との意見があった。 
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３ 審議結果のまとめ 

 

本委員会は、平成 16 年８月に設置された以降、「もんじゅ」のナトリウム

漏えい対策等の改造工事や、長期停止設備の健全性、燃料取替計画の安全性、

安全性総点検の対応、試験運転の計画、耐震安全性、「もんじゅ委員会」の意

見への対応など、幅広い観点から技術的に慎重に審議を行うとともに、現場

での確認を行ってきた。 

 

これまでの審議結果を総括すると、「もんじゅ」の機器・設備、組織体制は、

炉心確認試験を実施できる体制にあると評価できる。 

また、炉心確認試験では、長期間停止後初めて原子炉を運転することから、

試験の結果については、詳細に検証することが重要である。 

さらに、試験運転として炉心確認試験以降に実施する 40％出力プラント試

験および出力上昇試験については、その実施に際し、改めて関連する機器・

設備、系統機能等について慎重に確認することが必要である。また、原子力

機構は、今後も安全を最優先する組織運営に努めることが重要である。 

 

「もんじゅ」は我が国で初の高速増殖原型炉であり、事故後 14 年間停止す

るなど国内にも例のないプラントであることから、今後とも国が前面に立っ

て、厳正な安全規制に努めるとともに、緊急時の対応に万全を期すよう求め

たい。 

さらに、「もんじゅ」が我が国のエネルギー政策の重要なプロジェクトであ

ることを、国民に強くメッセージし、理解を求めることが必要であると考え

る。 
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４ 今後の安全確保に向けて対応を求める事項 

 

本委員会での各委員の意見を集約し、「もんじゅ」が試験運転を開始するに

当たって、安全確保および信頼性の更なる向上に向け、取り組むべき事項を

下記のとおり取りまとめた。 

「もんじゅ」は、我が国の将来のエネルギー政策を左右する重要なプロジ

ェクトであり、14 年間停止後の再運転となることから、今後、運転の各段階

において、安全の確保に最大限の努力を傾注することが必要である。 

このため、国および原子力機構は、下記の事項に対して強い決意と使命感

を持って全力を尽くし、国民の理解を得ることが重要と考える。 

本委員会においても、今後、これらの事項に対する国や原子力機構の対応

状況を確認していく。 

 

記 

 

 

（１） 安全確保に向けた組織体制の強化と人材の育成について 

① 原子力機構においては、「もんじゅ」の果たすべき役割を自覚し、全職

員がその意識をもち、毎日の業務運営にあたること。 

安全最優先の取組みを徹底するため、原子力機構の組織体制や運営、人

員等について経営層がレビューを行い継続的に改善・強化していくこと。

その際には、現場の意見や外部の声等も十分反映させること。 

 

② 長期間停止していたプラントが運転を開始することを十分認識し、組

織全体において意識の徹底と高揚に努めること。また、設備・手順書など

のハード・ソフト両面で不具合を予防し、予兆を早期に検知するなど、職

務全般にわたる品質向上を徹底すること。 

 

  ③ 国は、原子力機構の組織運営や安全活動等について強力に支援すると

ともに、国が前面に立って、厳正な安全規制に努めること。 

 

  ④ 国および原子力機構は、我が国における高速増殖炉の実用化に向け、

「もんじゅ」を積極的に活用し、高速炉特有の技術や安全、システム等の

研究開発を大学等の関係機関と連携して進めるとともに、専門知識を有す

る人材の育成に努めること。 
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（２） 試験運転に当たって 

① 試験運転の実施に当たっては、不測のトラブル等に即応できるよう原

子力機構および国において、特別な安全監視と正確な情報提供の場を構築

すること。 

 

  ② 炉心確認試験については、試験の結果を詳細に検討し、原子炉の安全

性を確実に評価すること。 

 

③ さらに、その後実施する試験運転（40％出力および出力上昇試験）に

当たっては、試験開始前に水・蒸気系設備や蒸気発生器、プラント制御系

等について、健全性や機能を十分把握し、プラント全体の安全機能が確保

されていることを確認すること。 

 

  ④ 設備・機器の健全性確保に当たっては、「もんじゅ」特有の機器につい

ては、機器等を設置した以降の経年的な劣化や、事故停止以降の影響等も

考慮するとともに、今後の運転状態での劣化進展も評価し、適切な保全活

動の実施に努めること。 

また、周辺設備も含め、機器の点検結果や軽水炉でのトラブル情報等に

ついて積極的に情報共有を行い、不具合事例の早期発見やコミュニケーシ

ョン不足によるヒューマンエラーの発生防止に努めること。 

 

  ⑤ 確実かつ早期にナトリウム漏えいを検出するため、検出器の信頼性向

上や、警報発信時の判断の迅速化、正確さ等について、継続的に改善して

いくこと。 

 

  ⑥ 今後計画される様々な試験に当たっては、事前に、原子力機構内で原

子炉主任技術者を含めて安全性を慎重に検討するとともに、国においても

高速炉としての科学的知見に基づき安全を十分確認すること。 

 

 

（３） 安全性向上に向けた取り組み 

① 「もんじゅ」が高速増殖炉の原型炉であることを踏まえ、特有の設備

や制御系、計測機器、検査機器等については、信頼性を高めるための技術

開発や、技術的かつ合理的な運転手順を策定するなど、ハード・ソフト両

面で研究開発に取り組むこと。 

また、発電プラントとしての信頼性の実証にも努めていくこと。 
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  ② 耐震安全性や信頼性の向上を目指し、原子力機構として、継続的に地

震関連データの収集・整備を行い、得られたデータの有効活用を図るとと

もに、新耐震指針で示されている「残余のリスク評価」など、新知見を取

り入れた安全評価を実施すること。 

    また、国は、耐震裕度の定量的な評価手法の検討など、中越沖地震で

得られた知見や課題について積極的に取り組むこと。 
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福井県原子力安全専門委員会委員名簿（平成22年３月31日現在） 

 

（50音順、敬称略） 

氏 名 所  属 専 門 

岩崎 行玄 福井県立大学教授 植物生化学 

小野 公二 京都大学原子炉実験所教授 放射線医学 

木村 逸郎 
京都大学名誉教授、 

㈱原子力安全システム研究所顧問 
原子力工学 

柴田 俊夫 福井工業大学教授 環境材料・腐食防食 

田島 俊彦 福井県立大学教授 素粒子物理学 

中川 英之 福井大学理事、副学長 電気・電子工学材料物性

飯井 俊行 福井大学大学院教授 構造・材料強度評価 

安井    譲 福井工業大学教授 耐震工学 

山本 章夫 名古屋大学大学院准教授 原子力工学 

山本 政儀 金沢大学教授 環境放射能 

 

（臨時委員） 

氏 名 所  属 専 門 

釜江 克宏 京都大学原子炉実験所教授 地震工学 

竹村 恵二 京都大学大学院教授 地質学 

 

（退任された委員） 

氏 名 所  属 専 門 

岡 敏弘 
福井県立大学教授※ 

（平成16年８月12日～平成20年３月31日）
環境経済学 

山本 和高 

(財)若狭湾エネルギー研究センター 

粒子線医療研究室室長※ 

（平成16年８月12日～平成20年３月31日）

放射線治療 

※退任された時点での所属 

資料１ 
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福井県原子力安全専門委員会での高速増殖原型炉もんじゅに係る審議実績 

 

 

第15回 平成17年２月14日 

  ○ 高速増殖原型炉もんじゅのナトリウム漏えい対策等に係る工事計画の了解について 

 

第23回 平成17年10月12日 

  ○ 現場確認 

    ・２次系Ｃループのナトリウム漏えい温度計の工事状況 

    ・２次系ナトリウムドレン配管の改造工事状況 

    ・シミュレータ室での総合漏えい監視システムの確認 

 

第27回 平成18年４月７日 

  ○「もんじゅ安全性確認検討会」の審議状況について 

 ○ 原子力発電所の耐震安全性について 

 

第29回 平成18年７月20日 

 ○ 耐震設計審査指針（案）の状況について 

 ○ 「もんじゅ安全性確認検討会」の審議状況について 

    

第30回 平成18年８月31日 

 ○ 高速増殖原型炉もんじゅ 初装荷燃料の変更計画について 

 

第31回 平成18年10月16日 

 ○ 長期停止設備健全性確認計画書について 

 ○ 安全性総点検に係る対処及び報告(第３回報告)について 

 

第32回 平成18年11月７日 

 ○ 原子力発電所の耐震設計審査指針について 

 

第33回 平成18年12月22日 

  ○ 高速増殖原型炉もんじゅ 改造工事の状況について 

 

第34回 平成19年３月13日 

  ○ 工事確認試験について 

  ○ 初装荷燃料変更計画について 

  ○ 現場確認 

    ・２次系Ｃループ配管室および総合漏えい監視システムを確認 

    ・蒸気発生器（Ａ）の点検状況（ＥＣＴ装置の性能）を確認 

  

第35回 平成19年５月30日 

  ○ 工事確認試験の状況について 

  ○ 初装荷燃料の変更計画について 

 

 

資料３ 
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第36回 平成19年７月７日 

  ○ 工事確認試験の状況について 

  ○ 保安活動等の取組み状況について 

○ 現場確認 

    ・２次系緊急ドレン試験の確認(中央制御室) 

    ・窒素ガス注入設備の窒素タンクを確認 

 

第37回 平成19年７月21日 

  ○ 新潟県中越沖地震について 

  ○ 原子力発電所の耐震安全性について 

○ 新潟県中越沖地震に対する国および県の対応について 

   

第38回 平成19年８月1日 

  ○ 柏崎刈羽原子力発電所の被害状況、新潟県の対応 

  ○ 新潟県中越沖地震の震源モデルと強震動の特徴 

○ 新潟県中越沖地震を踏まえた事業者の取組状況と課題について 

   

 第39回 平成19年９月７日 

 ○ 工事確認試験の結果について 

 ○ プラント確認試験について 

○ 初装荷燃料の変更に係る原子炉設置変更許可申請の審査状況について 

 ○ 耐震安全性評価実施計画の見直し検討結果について 

 

第40回 平成19年10月27日 

  ○ 柏崎刈羽原子力発電所で観測されたデータに基づく概略影響検討結果について 

○ ２次ナトリウム漏えい検出器故障の調査結果と対策 

 

 第43回 平成20年３月29日 

  ○ １次メンテナンス冷却系でのナトリウム漏えい警報の発報について 

 

第44回 平成20年４月19日 

  ○ 初装荷燃料の変更計画について 

  ○ ナトリウム漏えい検出器の点検計画について 

 

 第45回 平成20年４月26日 

  ○ 県内原子力発電所の耐震安全性評価結果について 

    ・地質調査結果について 

    ・基準地震動Ｓｓの策定について 

  ・施設の耐震安全性評価について 

 

第46回 平成20年５月17日 

  ○ 現場確認 

    ・耐震設計審査指針等の改訂に伴う耐震安全性評価に関する地質調査結果の現場確認 
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第47回 平成20年６月23日 

  ○ 県内原子力発電所の耐震安全性評価について 

    ・敦賀半島の活断層評価 

  ○ 新潟県中越沖地震時に柏崎刈羽原子力発電所で観測された地震データ分析の概要 

 

第48回 平成20年９月15日 

  ○ 県内原子力発電所の耐震安全性評価について 

    ・敦賀半島周辺の活断層評価 

  ・大飯、高浜周辺の活断層評価 

  ○ 高速増殖原型炉もんじゅの工程変更等について 

 

第50回 平成21年１月15日 

  ○ 高速増殖原型炉もんじゅの現況について 

 

第51回 平成21年５月23日 

  ○ 県内原子力発電所の耐震安全性評価について 

    ・活断層評価の変更 

  ・活断層等に係る評価の中間的整理案 

  ・基準地震動の見直し状況 

 

第53回 平成21年８月20日 

  ○ 県内原子力発電所の耐震安全性評価について 

    ・若狭地域の活断層 

    ・地震動評価に用いる地盤モデルの再評価 

 ○ 特別な保安検査結果 

  ○ 性能試験の開始（運転再開）時期 

     

第55回 平成21年11月17日 

  ○ 高速増殖原型炉もんじゅの安全性総点検結果について 

 

第56回 平成21年12月21日 

  ○ 県内原子力発電所の耐震安全性評価について 

    ・基準地震動Ｓｓの策定 

    ・主要施設の耐震安全性（もんじゅ） 

 

第57回 平成22年１月25日 

  ○ もんじゅの性能試験について 

○ 設備健全性の確認状況について 

○ 現場確認 

    ・シミュレータによる臨界操作確認 

    ・制御棒、１次系モータ部の外観状況 

 

第58回 平成22年２月13日 

  ○ 「もんじゅ安全性調査検討専門委員会」意見への対応 

○ 施設の耐震安全性 
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第59回 平成22年３月18日 

  ○ 高速増殖原型炉もんじゅ安全性総点検報告に対する評価結果 

 ○「高速増殖原型炉もんじゅ安全性調査プロジェクトチーム」による確認結果 

○ 県原子力安全専門委員会における委員コメントへの回答 

 

第60回 平成22年３月29日 

  ○ 高速増殖原型炉もんじゅの耐震安全性等について 

 

 

 

＜福井県職員および専門委員による現場確認の状況＞ 

 

○ 平成20年６月26日 

  ・燃料外観確認試験状況の確認 

（ＣＣＤ、ファイバーの映像確認） 

 

○ 平成21年７月10日 

 ・燃料取扱操作室にて、燃料交換状況の確認 

・格納容器オペレーションフロアで、燃料交換機の動作状況の確認 

・屋外排気ダクトの保修状況の確認 

・シミュレータを用いたナトリウム漏えい時の対応確認 
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第58回原子力安全専門委員会
（平成22年２月１３日）

第53回原子力安全専門委員会
（平成21年８月20日）

シミュレータによる臨界操作確認
（平成22年１月25日）

炉心上部からの制御棒駆動機構部の確認
（平成22年１月25日）

浦底－内池見断層の確認
（平成20年５月17日）

２次系配管室における改造工事の状況確認
（平成17年10月12日）

委員会の審議風景および現場確認
資料４
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添付資料４

高速増殖原型炉もんじゅ

ナトリウム漏えい対策等の改造工事以降の経緯

平成16年８月12日･･･福井県原子力安全専門委員会の設置

平成17年２月７日･･･県および敦賀市は 「ナトリウム漏えい対策等にかかる工、

事計画」について事前了解。

平成17年９月１日･･･サイクル機構は、改造工事に本格着工

平成18年７月26日･･･原子力機構は、初装荷燃料の変更計画について、安全協定

に基づく「事前了解願い」を提出。

平成18年10月13日･･･県および敦賀市は、初装荷燃料の変更計画について、国へ

。 、 、の原子炉設置変更許可申請を了承 また 原子力機構は

保安院に当該計画に係る原子炉設置変更許可を申請

平成18年10月18日･･･原子力機構は、保安院に「高速増殖原型炉もんじゅの耐震

安全性評価実施計画書」を提出

平成18年12月18日･･･原子力機構は、工事確認試験を開始

平成19年５月23日･･･原子力機構は、改造工事を終了

平成19年８月30日･･･原子力機構は、工事確認試験を終了

平成19年８月31日･･･原子力機構は、プラント確認試験を開始

平成20年２月19日･･･保安院は、初装荷燃料の変更計画に係る原子炉設置変更を

許可

平成20年３月31日･･･原子力機構は、耐震安全性評価結果報告書を保安院に提出

平成20年４月26日･･･県および敦賀市は、初装荷燃料の変更計画について、原子

力機構に対し、事前了解。

平成21年３月31日･･･原子力機構は、耐震安全性評価結果報告書追補を保安院に

提出

平成21年３月31日･･･知事が文部科学大臣に対し、原子力機構の組織・人員体制

等の充実強化等について要請

平成21年８月12日･･･原子力機構は、プラント確認試験を終了

平成21年８月13日･･･原子力機構は、性能試験前準備・点検を開始

平成21年11月９日･･･原子力機構は、安全性総点検報告（第５回報告）を保安院

に提出

平成22年１月31日･･･原子力機構は、性能試験前準備・点検を終了

平成22年２月２日･･･原子力機構は、耐震安全性評価結果報告書改訂を保安院に

提出
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平成22年２月９日･･･原子力機構は、安全性総点検報告（第５回報告）の補正を

保安院に提出

平成22年２月10日･･･保安院は、安全性総点検報告（第５回報告）に対する評価

を公表

平成22年２月22日･･･原子力安全委員会は、安全性総点検報告（第５回報告）に

対する保安院の評価が妥当であることを確認

平成22年２月23日･･･原子力機構は、県および敦賀市に安全協定に基づく「性能

試験再開の協議願い」を提出

平成22年３月15日･･･保安院は、もんじゅの耐震安全性評価結果が妥当であると

判断

平成22年３月18日･･･原子力安全委員会は、もんじゅの耐震安全性評価結果に対

する保安院の評価は妥当と判断

平成22年３月22日･･･文部科学副大臣が知事に対し、安全性総点検や耐震安全性

に係る国の評価結果が取りまとめられたこと等について

報告

平成22年４月17日･･･県原子力安全専門委員会において 「もんじゅ」の機器・、

設備、組織体制は炉心確認試験を実施できる体制にある

と評価

平成22年４月26日･･･「もんじゅ関連協議会」が開催され 「もんじゅ」の安全、

確保や情報公開、地域振興に対する国の方針等を確認

平成22年４月27日･･･知事と敦賀市長が 「もんじゅ」の運転再開に関し面談。、

また、文部科学省研究開発局長および原子力機構敦賀本

部長からナトリウム漏えい検出器のトラブルについて説

明を受けた。
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